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部 3 ～ 4 年生を対象とし、2 つのコア科目（「加齢
にともなう心身機能・生活の変化と適応」、「高齢
社会の社会システムと生活環境」）と学内全 10 学
部にある約 50 の選択科目から最低 2 科目選択し
て履修し、計 4 科目（8 単位分）の単位を修得し
た者に対して、ジェロントロジー寄付研究部門か
ら修了証が付与される。
　日本の 65 歳以上の高齢者人口は 2,660 万人
(2006 年 ) に達し、すでに総人口に占める割合は
20.8% であり、国民の 5 人に１人が高齢者であ
る。今後、「団塊の世代」が 65 歳になる 2012 ～























































1)   平成 19 年版　高齢社会白書（内閣府）
2)  米国ジェロントロジー学会The Gerontological Society 
of America : http://www.geron.org/
3)  東京大学総括プロジェクト機構 ジェロントロジー寄
付研究部門 : http://www.gerontology.jp/home/01/01.
htm









国科学誌 Science に掲載された（2008 年 2 月）。






























された。米国 NGO の The Nature Conservancy らは、化石燃料から植物起源バイオ燃料への代替によっ
て温室効果ガス排出量が削減する一方、ブラジルのサバンナ開墾で17 倍、インドネシアなどの泥炭地開墾






1)    Joseph Fargione, et.al. “Land Clearing and the 
Biofuel Carbon Debt” Science Vol319, p.1235, 29 
February 2008 
2)    Timothy Searchinger, et.al.“Use of U.S. Croplands 
for Biofuels Increases Greenhouse Gases 
Through Emissions from Land-Use Change” 
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	ナノテク・材料分野	 TOPICS	 NanoTechnology & Materials
　水素を燃料に用いる次世代の高効率なエネルギー利用システムの実用化にあたっては、多量の水素を安価



























































1)   高エネルギー加速器研究機構プレスリリース
（2008 年 1 月 16 日）：
  http://www.kek.jp/ja/news/press/2008/NaAlH4.html
2)   R. Kadono, et al., “Hydrogen Bonding in Sodium 
Alanate: A Muon Spin Rotation Study”, Phys. Rev. 
Lett. 100, 026401 (2008)
3)   科学技術動向 No.23 2003 年 2 月号「燃料電池自動
車普及の鍵を握る 水素貯蔵材料」
















































Buchanan, Cowburn et al. ‘Fingerprinting documents 
and packaging’, Nature 436, 475 (2005)



















取りは 1 件あたり 1 ～ 4 秒である。読み取られた
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 (1)  開発プロセスにおける、システ
ム適格性確認テストおよびソ
フトウェア適格性確認テスト
 (2)  運用プロセスにおける、運用テ
スト
















































































































































































































































































































































































とめた“Guide to the Software 
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 1 )   日経 ITp ro、東証の新派生売
買 シス テ ム が 復 旧 、 原 因 は メ
モリーの初期化エラー http : //
itpro.nikkeibp.co.jp/article/
NEWS/20080212/293526/
 2)   毎日新聞、自動改札機トラブル：
首都圏の通勤・通学客は戸惑いの
表情、2007年 10月 12日
 3)   朝日新聞、1文字分のミスで大トラ
ブルに　首都圏改札機トラブル、
2007年 10月 28日
 4)  有賀貞一、前回の教訓を生かせ
ず 、 ま た 起 き た 自 動 改 札 機
の ト ラ ブ ル 、 I T 業 界 の 進 路 、
NikkeiNet、2007年 10月 16日
http://it.nikkei.co.jp/business/
c o l u m n / a r u g a _ g y o k a i .
aspx?n=MMIT0z000016102007
 5 )   有賀貞一、「スイカ」改札通れ
な い ト ラ ブ ル・ 説 明 責 任 を
果 た す べ き 、 I T 業 界 の 進 路 、
NikkeiNet、2006年 12月 5日
http://it.nikkei.co.jp/business/
c o l u m n / a r u g a _ g y o k a i .
aspx?n=MMIT0z000004122006









 8)   SQuBOK策定部会編、ソフトウェ
ア品質知識体系ガイド‐SQuBOK 
Guide‐、オーム社、2007年
 9)    JIS X 0160 : 1996ソフトウェア
ライフサイクルプロセス、日本工
業規格、1996年
 10)  JIS X 0170 : 2004システムライ
フサイクルプロセス、日本工業規
格、2004年





 12)  (独)情報処理推進機構ソフトウェ









 14 )  K e n t  B e c k ,  T e s t  D r i v e n 





 15 )  Su sumu  HAYASHI ,  PAN 
Y i B i n g ,  M a s a m i  S A T O , 
Kenji MORI, SUL Sejeon and 
Shusuke  HARUNA ,  Te s t 
Driven Development of UML 
Models with SMART modeling 
system, <<UML>>2004- The 
Unified Modeling Language, 
Lecture Notes in Comp. Sci., 
No .3273,  Spr inger-Verlag , 
pp.395-409、2004
 16 )  鍜治克彦、情報政策の新展開






情 報 サ ー ビ ス・ ソ フト ウ ェ ア






























 18)  山下徹編著、高度 IT人材育成へ
の提言、NHK出版、2007年













 22) Kaner、Cem、James Bach、 
Bret Pettichord (Eds.) テスト技
術者交流会訳、ソフトウェアテス
ト293の鉄則、日経BP社、2003年









 25) Alain Abran and James W. 
Moore (Executive Editors), 
Pierre Bomrque and Robert 
Dupuis (Editors), Guide to the 
Software Engineering Body 
of Knowledge, 2004 Version, 
SWEBOK, IEEE Computer 
Society and IEEE, 2004 [亘理] 




 27) ON - THE -FLY, LTL MODEL 
CHECKING with SPIN：







 30)  Cem Kaner, Jack Falk, Hung 
Q u o c  N g u y e n ,  T e s t i n g 
Compu t e r  So f twa re ,  2nd 














 33)  岡村久道、会社の内部統制、日経
新聞出版社、2007年
 34)  金融庁、会社法及び金融商品取
引法ならびに両法施行規則等、
2007年 2月
 35)  金融庁、財務報告に係る内部統制
の評価及び監査基準、2007年２月
 36)  金融庁、財務報告に係る内部統制
の評価及び監査に関する実施基
準、2007年 2月
 37)  経済産業省、システム管理基準追
補版（財務報告に係る IT統制ガイ
ダンス）、2006年 2月
 38)  経済産業省、システム管理基準 
追補版（財務報告に係る IT統制ガ
イダンス）追加付録、2007年12月
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米国商務省のイノベーション計測に向けたイニシアティブ





























































　 米 国 で は 、“ I n n o v a t e 
America”（通称、パルミサー
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民 所 得 生 産 勘 定（ N I PA：
























































































































































 1) The Advisory Committee on 
Measuring Innovation in the 
21st Century Economy (2008) 
“Innovation Measurement, 
T r a c k i n g  t h e  S t a t e  o f 
Innovation in the American 
Economy,” US Department of 
Commerce
 2) US Department of Commerce 
(2006 )  “Gut ie r rez  Names 
Members of New Advisory 
P a n e l  o n  M e a s u r i n g 
Innovation,” Commerce News, 
Dec. 6, 2006.
 3) 科学技術政策研究所 (2007) 「イ
ノベーションの測定に向けた
基 礎 的 調 査 報 告 書 」, NISTEP 
REPORT No.103 文部科学省科
学技術政策研究所 , 2007 年 3 月
 4) 「トピックス：米国 NSF の「科
学およびイノベーション政策の
科学」研究助成」，科学技術動向
No.83, 2008 年 2 月号




年 8 月 28 日
 6) Bureau of Economic Analysis/
National Science Foundation 
( 2 0 0 7 )  “ 2 0 0 7  R e s e a r c h 
and Development Satel l i te 
Account,” Bureau of Economic 
Analysis
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育成の試み：伊藤裕子 (2007 年 8 月、No.77）
　　 ニュートラスーティカルに関する研究動向：鷲見芳
彦 (2008 年 2 月、No.83)
情報通信分野
　　 組織を超えたコミュニケーションのためのオントロ
ジー技術：黒川利明 (2007 年 4 月、No.73)
　　 ユビキタスネット社会のコンテキストアウェアネ






向：野村稔 (2007 年 10 月、No.79)
環境分野
　　 安全安心な社会構築に忘れてはならない雷害リスク
対策：浦島邦子 (2007 年 4 月号、No.73）
　　 身近にある水の現状と課題：浦島邦子 (2007 年 11 月、
No.80）
　　 循環型社会に求められる廃棄物の再生資源化技術：
川本克也 (2007 年 12 月、No.81）
　　 地球変動予測を意識した 21 世紀の海洋観測：滝沢隆













洋 (2007 年 10 月、No.79）
　　 高効率を目指す太陽電池セルの研究開発動向：金間
大介、河本洋 (2008 年 1 月、No.82）
　　 ナノテクノロジーの社会受容に関する取り組み：竹
村誠洋 (2008 年 3 月、No.84)
エネルギー分野
　　 エネルギー資源作物とバイオ燃料変換技術の研究：
前田征児 (2007 年 6 月、No.75)
ものづくり分野
　　 製造業の強さを支えるものづくり計測の研究開発の
あり方：塩谷景一 (2007 年 7 月、No.76）
社会基盤分野
　　 道路構造物のストックマネジメントのための技術動
向：池田一壽（2007 年 5 月、No.74）
　　 災害リスクガバナンスに基づく防災研究の新たな課
題：長坂俊成 (2007 年 12 月、No.81)
　　 防災・減災のための情報通信システムの相互運用：
臼田裕一郎 (2008 年 2 月、No.83)
フロンティア分野
　　 海外における深海有人潜水船の開発動向と我が国の
進むべき道：工藤君明 (2007 年 9 月、No.78）
　　 アジアにおける防災衛星システムの構築と国際協力
の推進：清水貴史 (2007 年 11 月、No.80）
科学技術政策分野





(2007 年 9 月、No.78）
昨 年 度 レ ポ ー ト 一 覧
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ライフサイエンス分野
環境分野
国内初の学部横断型
ジェロントロジー（老年学）教育
バイオ燃料生産時の土地開墾による
温室効果ガス排出影響を試算
ナノテク・材料分野
ミュオンにより水素吸蔵材料の
吸収放出メカニズムを解明
ものづくり分野
レーザー表層認識による製品の
個別認証システム
特別記事
「科学技術動向」に関する
　アンケート調査結果
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